
 

(令和７年５月現在) 

・実質的な手取り金額への影響については、税負担以外に発生する社会保険料の負担や、各種給付・手当等の変化なども別途考慮する必要があります。 

・給付・手当・サービス等の中には、住民税が非課税であることが要件となるものや、収入金額によって内容が変動するものがあります。 

個別の影響については、それぞれの担当窓口へご確認ください。 

【参考】年間給与収入の金額に応じた各種制度 

社会保険料などを含めた個別の影響については、別途ご注意ください 


